
第４ 期宮城県多文化共生社会推進計画の概要

① 国立社会保障・ 人口問題研究所の将来推計人口によ る と 、 2070年には日本の総人口の10.8% が外国人と なる こ と から 、 外国人県民増加を 考慮し た生活環境や労働環
境の整備が急務。

② 県内の在留外国人の現状と し て多国籍化が進んでいる と と も に、 県民アンケート 等の結果から 日本人県民が外国人を 受け入れる 意識が整っ ていないこ と が分かっ た
ため、 言語翻訳機等の活用及びやさ し い日本語を 普及を する と と も に日本人を 対象と し た理念啓発の実施や外国人が地域活動に参加し やすい仕組みづく り が必要。

③ 気象災害の激甚化等を 踏ま えた防災情報等の迅速な発信、 オン ラ イ ン を 含めた日本語講座の充実化、 相談・ 支援内容の多様化によ る 相談窓口の充実が必要

④ 令和５ 年（ 2023年） に東北大学が国際卓越研究大学の認定候補と なっ たほか、 県内に外資企業によ る 大規模製造工場立地が決定する など 、 積極的な高度人材の呼込
み、 企業誘致活動によ り 諸外国の高度人材が研究活動や企業活動のために県内に転入する こ と と なる 予定

⑤ わが県の産業基盤を支える 労働者の確保のため、 令和５ 年（ 2023年） ３ 月にベト ナム政府と さ ら に、 同年７ 月にイ ンド ネシア政府と 技能実習生・ 特定技能労働
者・ 技術者の送り 出し ・ 受け入れ推進に関する 協力覚書を締結し たこ と によ り 、 外国人材のさ ら なる 流入が確実視さ れている 。

⑥ 官民挙げて外国人を 呼び込む政策を 実施する 予定である こ と から 、 本計画実施期間である ５ 年間においては、 あら ゆる 職種における 外国人材が県内で活躍する こ と
が見込ま れ、 「 攻め」 の多文化共生が求めら れる 。

令和６ 年度から 令和10 年度ま での５ 年間

１ 基本理念と 基本方針

『 多文化共生社会の実現によ り 豊かで活力のある 宮城へ』

―国籍， 民族等の違いに関わら ない県民の人権の尊重と 社会参画―
基本理念

『 多様な主体が活躍する 地域づく り 』 －意識の壁の解消－

『 誰も が安心し て暮ら し 続ける こ と ができ る 環境づく り 』 －言葉の壁の解消・ 生活の壁の解消－
基本方針

多様性を 織り 込んだ新たな地域文化の醸成を 目指すと と も に、 誰も が暮ら し やすい環境整備を
進め、 活気のある 地域づく り を 支える基本的な考え方

３ 外国人県民を 取り 巻く 現状・ 課題及び施策の柱

２ 第４ 期計画の方向性

現状 課題 施策の柱 取組内容 主な関連事業 評価指標

意
識
の
壁

日本人県民
に対する 一
層の理解促
進の必要性

・ 特に日本人県民を対象と し た多文化共
生に関する 理念啓発
・ 地域住民に身近な存在である 民生委員
や事業者等に対する 理念啓発

１
多様性を理解・
尊重する 共通認
識の醸成

(1) 日本人県民に向けた理念啓発
１ 包括連携協定を締結し ている 企業等と 協力し た啓発ツールの配布、 県HPでの啓発強化
２ 民生委員等向けの研修会を活用し た多文化共生の理念に関する 説明・ 情報提供

多文化共生に係る
研修会・ イ ベント

の実施回数

【 165回】
R6から R10の累計

(2)外国人県民に対する 日本及び地域の文化・ 慣習・ 制度等への理解促進
３ 生活オリ エンテーショ ン動画等の最新のツ ールを活用促進する こ と で、 生活ルール等の理解促進を図る
４ 各警察署等と 連携し 外国人県民の安全な生活に必要な知識の普及を図る

(3)外国人材雇用企業や関係団体に向けた人権教育・ 多文化共生理念啓発
５ 中小企業団体中央会、 商工会議所等の事業者組織と 連携し た事業者向けセミ ナーの開催
６ 国、 弁護士会、 JP‐ MIRAI、 関係機関と 連携し た人権の尊重に関し た意識醸成

(4)県・ 市町村等の関係部署における 多様性を尊重する 共通認識の醸成
７ 行政職員や関係機関へのやさ し い日本語研修の実施、 翻訳事例集等について市町村間の情報共有
８ 地域が抱える 課題やニーズを明確化し 、 他自治体の好事例を紹介する 等し て、 伴走型で支援

外国人県民
と 地域が関
わる 機会の
さ ら なる 創
出

・ 日頃から 地域における 各種行事への参
加・ 外国人県民が主体的にボラ ンティ ア
活動等を実施でき る 機会の創出
・ 外国人県民が社会の構成員と し て積極
的に地域づく り や多文化共生の担い手と
し て活躍する ための土台づく り

２
多様性を活かし
た地域の活性化

(1)外国人県民の地域活動への参加促進
９ 地域行事等の情報をデジタ ルも 活用し ながら プラ ッ ト フ ォ ーム等を整備し 、

外国人県民が取得し やすい方法で発信
10 外国人が参画する 地域の課題解決手法を調査・ 研究し 、 市町村と と も に事例を共有

(2)市民団体の活動に対する 支援の充実
11 事業者や外国人支援を行う NPO等と 課題共有を図り 、 外国人県民を含めた多様な主体によ る

地域づく り を支援
12 市民団体に対し て、 各種関連団体が実施する 補助制度を情報提供

(3)支援人材の発掘・ 育成
13 外国人政策等の課題を明確化し 、 その解決に必要と なる 人材の発掘、 育成を関係機関と 協力し て実施
14 多文化共生事業の円滑な実施のため、 コ ミ ュ ニティ リ ーダー等と の連携を図る
15 研究等に従事する 高度外国人材の専門知識の地域還元の促進

言
葉
の
壁

外国人県民
の多国籍
化・ 多言語
化

・ やさ し い日本語や多言語によ る 生活上
必要な情報や災害時の情報提供
・ 自動翻訳機等のＩ Ｃ Ｔ 活用によ る 迅速
な情報提供
・ 県民生活の利便性向上のためのＤ Ｘ の
推進

３
活用可能な情報
収集の支援及び
多言語に対応し
た情報の提供

(1)やさ し い日本語を用いた情報発信及びコ ミ ュ ニケーショ ンの促進、
関係機関への意識啓発

16 民生委員のほか、 事業者等に対する 従業員同士の円滑なコ ミ ュ ニケーショ ンを目的と し た
やさ し い日本語セミ ナーの実施

17「 在留支援のためのやさ し い日本語ガイ ド ラ イ ン」 等国が推奨する やさ し い日本語の手引書の活用
外国人向け

アプリ 等リ リ ース

【 3本】

(2)各種通訳サポータ ー等の活用促進
18 特に保健福祉等の行政機関、 医療機関等に対し ての各種サポータ ー等の活用促進
19 国や自治体の新たな制度や通知等の情報提供によ る 各種サポータ ー等のス キルアッ プ

(3)多言語によ る 防災情報等の発信
20 県内市町村の防災アプリ 等によ る 災害情報発信の多言語化を促進
21 平常時の備えのための防災ハンド ブッ ク 等のWEB配信

(4)DX推進によ る 生活利便性の向上
22 在留外国人向けアプリ の開発によ る セグメ ント 配信やプッ シュ 型配信等を通じ た生活利便性向上
23 頻度の高い質問に対し てあら かじ めFAQを多言語で整備

日本語教育
に対する
ニーズの多
様化

・ 外国人県民のニーズに合わせた日本語
講座の在り 方の検討、 充実
・ イ ンタ ーネッ ト を用いたオンラ イ ンに
よ る 日本語学習プロ グラ ムの構築

４
多様な学習支援
によ る 地域社会
への適応力向上

(1)学習者に応じ た日本語学習の支援及び日本語講座の充実

24 地域日本語教育コ ーディ ネータ ー数を引き 上げ及び同コ ーディ ネータ ーの派遣によ る 講座内容の充実
25 日本語教育支援者の確保及び育成
26 効果的、 効率的な日本語教育体制構築のためのICT活用
27 公的関与の日本語学校の開設等を通じ た日本語学習環境整備
28 日本人県民に対し て日本語教育の理解促進のための情報発信

日本語講座の
空白地域数

【 ０ 市町村】(2)外国人児童・ 生徒及びその保護者に対する 支援の強化
29 県・ 市町村教育委員会によ る アド バイ ザーやサポータ ー等の派遣、 配置
30 保護者に対する 通訳支援の活用

(3)ICTを用いた日本語教育モデルの構築 31 オンラ イ ンによ る 日本語教育モデルの構築及び横展開

生
活
の
壁

外国人県民
の生活相談
の多様化

・ 「 みやぎ外国人相談センタ ー」 の更な
る 広報・ 周知
・ 同センタ ーを起点と し た各分野の専門
機関と の支援体制強化
・ 外国人がみやぎで長 期的に活躍でき る
環境整備

５
ラ イ フス テージ
に応じ た生活支
援の体制強化

(1)相談体制等の強化に向けた関係機関の連携、 相談技術の向上等によ る
支援体制強化

32 外国人県民の相談窓口については、 包括連携協定を締結し ている 企業、 中小企業団体中央会・ 商工会議
所と いった事業者組織及び地域コ ミ ュ ニティ 等と 協力する こ と によ り 周知を強化

33 県、 市町村の各担当部署、 弁護士、 行政書士等の専門家と 適切な情報提供行う こ と で、 外国人から の相
談に迅速に対応でき る よ う 相互連携を促進し 支援体制を強化

34 市町村職員に対し て、 相談技術など対応力の向上を図る ための研修等を実施 外国人相談対応体
制を整備し ている

市町村数

【 35市町村】

(2)医療、 出産、 子育て等の支援に係る 関係機関と の連携等を通し た
支援体制の強化

35 出産、 子育て等に関する 相談を受けた際に、 相談センタ ーが相談者の実情を適切に把握し 、 円滑に相談
者と 関係機関と の調整を行う

36 市町村等が行う 出産、 子育て等に関する 多言語によ る 情報発信を支援
37 外国語対応可能な医療機関の検索サイ ト 等の情報を積極的に周知

(3)DX推進によ る 生活利便性の向上 【 再掲】
38 言語翻訳機等を活用し た多言語対応
39 在留外国人向けアプリ の開発によ る セグメ ント 配信やプッ シュ 型配信等を通じ た生活利便性向上

就労支援の
必要性

・ 外国人県民のニーズに合わせた就職等
の情報提供
・ 外国人雇用の促進に向けた事業者等に
対する 啓発
・ 外国人に選ばれる みやぎを目指すため
の環境整備・ 魅力発信

６
就労支援の促進 (1)事業者に対する 外国人材の受入れに係る 支援の充実

40 外国人県民の雇用に関し て、 先進的な取組を行っている 企業をモデル企業と し て選定し 取組を紹介
41 中長 期イ ンタ ーンシッ プや企業訪問ツ アー等を支援し 、 事業者と 外国人材の相互理解を促進
42 中小企業団体中央会、 商工会議所と いった事業者組織と 連携し 、 各業界の事業者に対し 、 外国人材の

人権・ 労務問題等に関し て啓発を実施

①外国人雇用者数
②外国人労働者に
係る セミ ナー研修
会等に参加し た事

業者数

【 ①22,000人】
【 ②1,500事業所】

(2)外国人材に対する 県内定着に係る 支援の充実

43 県内で研究等に従事する 高度外国人材に、 その専門性を活かし 、 専門人材の育成に参画する 等、 地域
の活性化に関し ても 活躍の場を広げる

44 外国人材が安心し て県内で暮ら し ていける よ う な環境を整える と と も に、 外国人材が積極的に地域と
の交流を促進し ていく よ う な地域づく り を促す

45 外国人に選ばれる 「 みやぎ」 をめざすため、 暮ら し やすさ 等の魅力発信を多言語で行う

計画期間

参考資料３


